
 

入札適合条件 

 
自動車リサイクルシステムのセキュリティ診断業務役務請負を提供するに当たり、以下の条件を満たすこと。 

 
(1) 平成22・23・24年度競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級
に格付けされている者又は本入札公示の役務と同等以上の仕様の役務を提供した実績を証明でき

る者であること。 

 

(2) 財団法人日本情報処理開発協会（JIPDEC）又は同協会が認定した機関において「情報セキュリティ
マネージメントシステム(ISMS)適合性評価制度」の認証を受けていること。なお、事業部単位で認証

を受けている場合は、当該登録範囲の者が本業務に参画すること。 

 

(3) 「情報セキュリティ監査企業台帳に関する規則（平成 15年経済産業省告示第 113 号）」に基づく「情
報セキュリティ監査企業台帳（平成 21年度）」に登録されていること。 

 

(4) 平成19年度から21年度の期間において、自社以外で１００画面以上のＷｅｂアプリケーション診断を
行なった実績を５件以上有すること。 

 

(5) （４）の業務に複数回携わった経験を有する者 1名を責任者とすること。 
 

(6) 当該アプリケーションソフトウェアの開発及び保守に携わっていないこと。 
 

 

 

本件の入札に参加しようとする者は、上述（１）～（６）の条件を満たすことを証明するために、様式１及び２の

適合証明書等を公益財団法人 自動車リサイクル促進センター システム部に提出し、システム部が行う適合

審査に合格する必要がある。 

なお、適合証明書等（添付資料を含む。）は正１部及び副２部とＣＤ－Ｒを提出すること。 

また、適合証明書等を作成するに際しての質問等を行う必要がある場合には、平成２２年７月１４日（水）１２

時までに電子メールでシステム部担当者に提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 
 

（様式１） 

 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人 自動車リサイクル促進センター 御中 

 

住 所  

商号又は名称  

代表者氏名                           印  

 

 

 

 

 

 

 

「自動車リサイクルシステムのセキュリティ診断業務役務請負」の入札に関し、応札者の条件に適合すること

を証明するため、適合証明書を提出いたします。 

なお、落札した場合には、仕様書に従い、万全を期して作業を行いますが、万一不測の事態が生じた場合

には、公益財団法人自動車リサイクル促進センター システム部担当職員の指示の下、全社を挙げて直ちに

対応いたします。 



 

（様式２） 
 

適 合 証 明 書  
 

＊回答欄には○又は×を記載すること。 

条    件 回答* 資料
No. 

１． 次のいずれかに該当する者であること。  
平成 22・23・24 年度競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、

「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている者又は本入札公示の役務と同等以上の

仕様の役務を提供した実績を証明できる者であること。 

 ・格付け         （格付けを記人すること｡） 
    （資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写しを添付すること｡） 

  

２． 財団法人目本情報処理開発協会(JIPDEC)又は同協会が認定した機関において
｢情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)適合性評価制度｣の認証を受けて
いること。   
なお、事業部単位で認証を受けている場合は、当該登録範囲の者が本業務に

参画すること。 
 (認証取得を証する書類の写しを添付すること｡) 

  

３． 「情報セキュリティ監査企業台帳に関する規則（平成 15年経済産業省告示第 113 
号）」に基づく「情報セキュリティ監査企業台帳（平成 21年度）」に登録されている
こと。    
（情報セキュリティ監査企業台帳の該当部分の写しを添付すること｡） 

  

４． 平成 19年度から 21年度の期間において、自社以外で１００画面以上のＷｅｂアプ
リケーション診断を行なった実績を５件以上有すること。  
 (診断結果報告書等の実績を示す資料を閲覧可とすること｡閲覧不可な場合は 
別途指定するサンプル画面の診断結果報告書を添付すること。) 

  

５．「４．」の業務に複数回携わった経験を有する者１名を責任者とすること。  
・責任者の氏名：                

 （体制表案を含む、責任者が作成した「実施計画書案」を添付すること｡） 
  

 
６．当該アプリケーションソフトウェアの開発及び保守に携わっていないこと。 

  （資本関係を示す資料を添付すること。） 
 

  

 
 
適合証明書に対する照会先 
住所： 
 
会社名： 
 
所属部署： 
 
担当者名： 
 
電話番号： 
 
ＦＡＸ番号： 
 
Ｅ－Ｍａｉｌ： 


